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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

回次 第９期中 第10期中 第11期中 第９期 第10期 

会計期間 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成15年 
９月30日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成16年 
３月31日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

売上高 （千円） 1,094,028 ― ― 2,482,748 ― 

経常利益 （千円） 174,124 ― ― 394,028 ― 

中間（当期）純利益 （千円） 97,186 ― ― 216,154 ― 

純資産額 （千円） 3,232,259 ― ― 3,300,165 ― 

総資産額 （千円） 3,860,043 ― ― 4,013,282 ― 

１株当たり純資産額 （円） 335,053.36 ― ― 349,054.20 ― 

１株当たり中間（当

期）純利益 
（円） 10,059.63 ― ― 22,242.96 ― 

潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）

純利益 

（円） ― ― ― ― ― 

自己資本比率 （％） 83.7 ― ― 82.2 ― 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） 279,223 ― ― 551,853 ― 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △831,224 ― ― △843,992 ― 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △52,010 ― ― △103,144 ― 

現金及び現金同等物

の中間期末（期末）

残高 

（千円） 1,624,474 ― ― 1,833,201 ― 

従業員数 （名） 72 ― ― 69 ― 



(2）提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社の損益等からみて重要性が乏しいため記載しており

ません。 

３ 平成16年５月31日現在の株主に対し、平成16年７月20日付をもって普通株式１株を２株に分割しておりま

す。なお、第10期中間会計期間の１株当たり中間純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間純利益の算定に

当たっては、株式分割が期首に行われたと仮定して算出しております。 

４ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益につきまして、第９期については、潜在株式が希薄化効果を

有しないため記載しておりません。 

５ 提出会社については、第９期までは連結財務諸表を作成しているため、１株当たり純資産額、１株当たり中

間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は記載を省略しております。 

回次 第９期中 第10期中 第11期中 第９期 第10期 

会計期間 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成15年 
９月30日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成16年 
３月31日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

売上高 （千円） 1,094,028 1,247,025 1,433,340 2,482,748 2,827,315 

経常利益 （千円） 174,356 89,991 40,760 393,977 252,342 

中間（当期）純利益 （千円） 97,417 50,042 13,318 216,103 142,090 

持分法を適用した場

合の投資利益 
（千円） ― ― ― ― ― 

資本金 （千円） 725,300 725,300 725,300 725,300 725,300 

発行済株式総数 （株） 9,744 19,488 19,488 9,744 19,488 

純資産額 （千円） 3,218,439 3,298,813 3,357,124 3,286,063 3,390,861 

総資産額 （千円） 3,837,873 3,821,213 4,194,484 3,990,584 4,093,404 

１株当たり純資産額 （円） ― 173,722.35 176,765.19 ― 178,569.76 

１株当たり中間（当

期）純利益 
（円） ― 2,637.42 701.31 ― 7,485.52 

潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）

純利益 

（円） ― 2,635.06 701.05 ― 7,481.18 

１株当たり中間（年

間）配当額 
（円） ― ― ― 5,000 2,500 

自己資本比率 （％） 83.9 86.3 80.0 82.3 82.84 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） ― △118,485 25,110 ― 96,995 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） ― △341,151 △50,633 ― △428,826 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） ― △34,425 △42,419 ― △34,551 

現金及び現金同等物

の中間期末（期末）

残高 

（千円） ― 1,308,167 1,367,905 ― 1,435,847 

従業員数 （名） 72 89 103 69 90 



６ 提出会社については、第９期までは連結財務諸表を作成しているため、営業活動によるキャッシュ・フロ

ー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー並びに現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高については記載を省略しております。 

７ 平成16年４月１日に第９期まで連結子会社であった株式会社ユニバーサルインシュアランスより地盤調査に

係わる営業を譲り受けたことに伴い、連結子会社の重要性が乏しくなったため、第10期中間会計期間より中

間連結財務諸表を作成しておりません。 

２【事業の内容】 

  当中間会計期間における、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容についての変更はありませ

ん。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。  

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） １ 従業員数は、就業人員であります。 

     ２ 従業員数が前期末に比べ13名増加したのは、直営店の営業力向上と加盟店への指導力向上を目的とした 

       増員を実施したことによります。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成17年９月30日現在

従業員数（名） 103 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

  当中間会計期間における我が国の経済は、企業収益の改善や設備投資の増加などを背景に長く続いた景気低迷か

ら回復基調に移行いたしました。個人消費につきましても、企業業績の好調により、雇用・所得環境の改善が家計

部門に波及し、緩やかではありますが底堅く推移いたしました。しかし一方で、原油価格の高騰による原材料価格

の上昇や年金問題等の先行きの不安が残り、全体としては盛り上がりに欠く状況にあります。 

 住宅業界におきましては、首都圏を中心とした分譲住宅の需要動向は堅調であるものの、当社が取り組んでおり

ます戸建注文住宅（持家）市場につきましては、非常に厳しい状況が続いており、持家着工戸数は190,557戸（前

年同期比△7.6％）と減少が続いております。 

 このような外部環境のもと、当社は以下の施策に取り組みました。 

 フランチャイズ事業といたしまして、現在の戸建注文住宅市場における顧客ニーズの多様化に対応して、「こだ

わり」や「個性」を取り入れた『デザイナーズシリーズ』の４商品を前事業年度にリリースし、当中間会計期間は

この商品のモデルハウスのオープン・建替えを積極的に推進いたしました。当社商品の特徴である「地熱」を有効

活用した特許取得工法「天然床冷暖房基礎」は、住宅に必要な快適性、経済性、安全性を備え、従来の床暖房に比

べ大幅な省エネルギー効果を実現している上に、廊下やキッチンにもわたりその効果を含めた「１階全室床暖房」

となっており、多くの方々より支持を得ております。この工法は構造上耐震性にも優れており、実際新潟や福岡の

地震の際に証明されております。さらに、新工法を採用したハード訴求型商品や将来のライフスタイルを考えた機

能性訴求型商品の開発を進めております。また、知名度及びブランド力向上につきましては、従来から積極的に行

っているTVCF放映や全国一斉キャンペーンほか、新聞全国紙媒体による広告掲載等によるプロモーション活動を積

極的に実施いたしました。 

 直営店展開といたしまして、新規出店を重要課題としエリアの厳選及び営業力向上のための人員増強・育成を推

し進め、早期に業績に寄与すべく準備しております。また、既存店舗におきましては上期の受注は好調に推移して

おり、下期は着工引渡が増加し売上高に寄与することとなります。さらに、モデルハウスの『デザイナーズシリー

ズ』への改装を実施しております。 

  

 これらの施策により、事業二本柱体制の確立に注力してまいりました。 

  

 当中間会計期間の業績は、上記外部環境の影響等によりロイヤリティ収入が伸び悩みましたが、完成工事高等の

増加により売上高は1,433百万円（前年同期比＋14.9％）となりました。しかしながら、直営店出店準備にともな

う人件費等と積極的なプロモーション活動による広告宣伝費等が増加しており、経常利益40百万円（同△

54.7％）、中間純利益13百万円（同△73.4％）と増収減益となりました。加盟店数は152店（同△5.6％）、オープ

ン店舗数は133店（同△7.6％）、契約棟数1,435棟（同△6.1％）、上棟棟数1,044棟（同△11.5％）となりまし

た。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間における現金及び現金同等物は、税引前中間純利益が20百万円（前年同期比△76.9％）と減少し

ているものの、前受金の増加、法人税等の支払額の減少、貸付による支出の減少等の増加要因により、当中間会計

期間末には1,367百万円（同＋4.6％）となりました。 

 当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。  

 営業活動によるキャッシュ・フローにつきましては、税引前中間純利益が減少となった一方で、直営店の受注が

好調なことによる前受金の増加や法人税等の支払の減少による増加要因により、25百万円（前年同期は118百万円

の支出）の資金の増加となりました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローにつきましては、有形固定資産の取得等により50百万円（同341百万円の支

出）の資金の支出となりました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローにつきましては、配当金の支払により42百万円（同34百万円の支出）の資金

の支出となりました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）仕入実績 

 （注） 金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 （注） 金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 （注） 金額には、消費税等は含まれておりません。 

区分 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

金額（千円） 前年同期比（％） 

資材 170,507 63.3 

販促品等 127,278 6.5 

商品計 297,785 33.0 

電波広告原価 55,320 52.1 

ＯＡ賃貸原価 35,096 △7.1 

その他 9,405 △0.3 

役務計 99,821 19.4 

完成工事原価 272,549 21.2 

合計 670,156 25.9 

区分 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

完成工事高 918,425 126.9 1,009,179 133.4 

区分 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

金額（千円） 前年同期比（％） 

資材 179,058 60.7 

販促品等 205,725 44.9 

商品計 384,783 51.8 

加盟金 9,500 △9.5 

ロイヤリティ 462,384 △7.7 

その他 216,443 5.4 

役務計 688,328 △4.0 

完成工事高 360,227 30.1 

合計 1,433,340 14.9 



３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

５【研究開発活動】 

 当社の研究開発活動は、企業理念である「人と地球にやさしい家づくり」を基本方針とし、高品質化、高性能化、

省コスト化を進め、エンドユーザーのニーズに応える商品を提供することを目的としております。 

 当中間会計期間は、「他社と差別化された商品性能を持ち、コストパフォーマンスの高い商品開発の実践」という

商品開発方針から、直営店を有効活用し、新技術・新商品の開発や検証に努めました。 

 なお、研究開発費の金額は、25百万円であります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設について完了したものは、次のとおり

であります。 

 （注） 金額には、消費税等は含まれておりません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数
（人） 

完了年月 完成後の増加能力
建物及び
構築物 

工具器具
備品 

合計 

 海老名店 

 （神奈川県海老名市） 

モデルハウス

建替え 
14,816 226 15,043 12 平成17年９月 

 ・年間24棟販売 

 ・販売方法及び

  コストの検証 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法第210条ノ２第２項の規定に基づき、当社取締役及び従業員の業績向上に対する意欲や士気を高めるこ

とを目的に、以下の要領により、取締役及び従業員に株式を譲渡するため、第６期定時株主総会終結のときから

次期定時株主総会終結のときまでに当社普通株式82株を、総額１億円を限度として取得する権利を付与すること

を平成13年６月26日の定時株主総会において決議されたものであります。 

 （注） 平成16年４月27日開催の取締役会決議により、平成16年７月20日付で１株を２株とする株式分割を行っており 

    ます。これにより「新株予約権の行使時の払込金額」が調整されております。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 76,000 

計 76,000 

種類 
中間会計期間末現在
発行数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数 
（株） 

（平成17年12月22日）

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 19,488 19,488 
ジャスダック証券取引

所 
― 

計 19,488 19,488 ― ― 

   中間会計期間末現在（平成17年９月30日）  提出日の前月末現在（平成17年11月30日） 

決議年月日 平成13年６月26日 同左 

付与対象者の区分及

び人数（名） 

当社取締役 ２名 

給与規程の職能資格基準に基づく管理職層 

24名 

同左 

同左 

新株予約権の目的と

なる株式の種類 
普通株式 同左 

株式の数（株） 
82株を上限とする。 

（１人３株から５株までの範囲） 
同左 

新株予約権の行使時

の払込金額（円） 
139,500円 同左 

新株予約権の行使期

間 
平成15年７月１日～18年６月30日 同左 

新株予約権の行使の

条件 

対象取締役が解任・辞任もしくは資格喪失

により、地位を失った場合、対象従業員が

懲戒処分により降格または解雇された場合

は権利を行使することはできません。 

上記以外の理由による地位喪失の場合は、

地位喪失後２年間を限度として権利行使を

認めます。 

同左 

新株予約権の譲渡に

関する事項 

権利の譲渡及び質入れその他の処分及び相

続は認めません。 
同左 



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(4）【大株主の状況】 

 （注） 上記のほか、自己株式が495株あります。 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成17年４月１日

～平成17年９月30

日 

－ 19,488 －  725,300 －  605,935 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

住友不動産株式会社 
東京都新宿区西新宿２丁目４－１ 

新宿ＮＳビル 
10,500 53.88 

加藤 充 東京都大田区田園調布１丁目64－６  1,776 9.11 

有限会社K.A.M. 東京都大田区田園調布１丁目64－６ 800 4.11 

株式会社エルザ 
福岡県北九州市小倉北区鍛治町２丁目１

－７ 第４エルザビル２階 
791 4.06 

田中 忠雄 
福岡県北九州市小倉北区堺町２丁目１－

９ 
760 3.90 

岡田 千明 東京都中央区新富１丁目11－10－1109 519 2.66 

横山 真司 東京都新宿区新小川町６丁目18－215 201 1.03 

株式会社りそな銀行 
大阪府大阪市中央区備後町２丁目２番１

号 
150 0.77 

朝日火災海上保険株式会社 東京都千代田区鍛冶町２丁目６番２号 90 0.46 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 90 0.46 

計 ― 15,677 80.44 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式   495 
― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式 18,992 18,992 ― 

端株 普通株式   1 ― ― 

発行済株式総数     19,488 ― ― 

総株主の議決権 ― 18,992 ― 



（注） １ 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が17株含まれております。ま 

      た、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数17個が含まれております。 

    ２ 端株には当社保有の自己株式0.5株が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価はジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。  

  

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所
有株式数 
（株） 

他人名義所
有株式数 
（株） 

所有株式数
の合計 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

株式会社ユニバーサル 

ホーム 

東京都港区芝１丁目11－

11  
495 ― 495 2.54 

計 ― 495 ― 495 2.54 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 261,000 230,000 211,000 250,000 218,000 230,000 

最低（円） 186,000 181,000 188,000 201,000 193,000 194,000 



第５【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

  ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規制等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし

書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表について、あずさ監査法人

により中間監査を受けております。 

３ 中間連結財務諸表について 

 中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成11年大蔵省令第24号）第５条第２項により、当社

では、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程

度に重要性が乏しいものとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

 なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

資産基準      0.5％ 

売上高基準     0.0％ 

利益基準     △0.3％ 

利益剰余金基準   0.5％ 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度 
要約貸借対照表 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１ 現金及び預金   1,308,167 1,367,905 1,435,847 

２ 売掛金   302,185 377,098 338,997 

３ たな卸資産   74,685 27,287 28,894 

４ 未成工事支出金   ─ 177,012 52,264 

５ その他   209,005 247,770 252,799 

６ 貸倒引当金   △6,100 △6,100 △6,100 

流動資産合計     1,887,944 49.4 2,190,974 52.2   2,102,703 51.4

Ⅱ 固定資産       

１ 有形固定資産 ※１     

(1）建物   111,915 157,888 151,149 

(2）工具器具備品   19,581 19,014 20,826 

(3）土地   122,758 202,644 223,644 

(4）その他   32,473 69,822 37,128 

有形固定資産合計   286,728 7.5 449,369 10.7 432,749 10.6

２ 無形固定資産   18,716 0.5 16,193 0.4 18,434 0.4

３ 投資その他の資産       

(1）関係会社株式   39,950 39,475 39,200 

(2）出資金   508,853 500,000 500,000 

(3) 長期貸付金   302,256 219,285 223,809 

(4）破産債権更生債権
その他これらに準
ずる債権 

  211,525 206,185 209,747 

(5）長期性預金   300,000 300,000 300,000 

(6）その他   465,238 473,001 466,761 

(7）貸倒引当金   △200,000 △200,000 △200,000 

投資その他の資産合
計 

  1,627,824 42.6 1,537,947 36.7 1,539,517 37.6

固定資産合計     1,933,269 50.6 2,003,509 47.8   1,990,700 48.6

資産合計     3,821,213 100.0 4,194,484 100.0   4,093,404 100.0 

        

 



    
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度 
要約貸借対照表 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１ 買掛金   181,904 320,566 299,675 

２ 未払法人税等   25,838 14,748 6,616 

３ 未成工事受入金   ─ 241,933 95,020 

４  地盤補償引当金   7,708 7,708 7,708 

５ その他 ※3 188,428 121,742 167,791 

流動負債合計     403,879 10.6 706,700 16.9   576,812 14.1

Ⅱ 固定負債       

１ 役員退職慰労引当金   115,519 ─ 122,730 

２ 長期未払金   ─ 127,660 ─ 

３ その他   3,000 3,000 3,000 

固定負債合計     118,519 3.1 130,660 3.1   125,730 3.1

負債合計     522,399 13.7 837,360 20.0   702,542 17.2

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金     725,300 19.0 725,300 17.3   725,300 17.7

Ⅱ 資本剰余金       

１ 資本準備金   605,935 605,935 605,935 

２ その他資本剰余金        

  自己株式処分差
益  

  789 812 789 

資本剰余金合計     606,724 15.8 606,747 14.5   606,724 14.8

Ⅲ 利益剰余金       

１ 利益準備金   22,963 22,963 22,963 

２ 中間（当期）未処分
利益 

  2,009,513 2,067,406 2,101,561 

利益剰余金合計     2,032,477 53.2 2,090,369 49.8   2,124,524 51.9

Ⅳ 自己株式     △65,688 △1.7 △65,292 △1.6   △65,688 △1.6

資本合計     3,298,813 86.3 3,357,124 80.0   3,390,861 82.8

負債資本合計     3,821,213 100.0 4,194,484 100.0   4,093,404 100.0 

        



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
要約損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     1,247,025 100.0 1,433,340 100.0   2,827,315 100.0 

Ⅱ 売上原価     513,937 41.2 667,775 46.6   1,282,087 45.3

売上総利益     733,088 58.8 765,565 53.4   1,545,227 54.7

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

※１   665,094 53.3 757,392 52.8   1,324,876 46.9

営業利益     67,994 5.5 8,173 0.6   220,350 7.8

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息   5,346   5,302 10,631   

２ その他   23,404 28,751 2.2 29,958 35,260 2.4 39,258 49,889 1.7

Ⅴ 営業外費用     6,753 0.5 2,673 0.2   17,897 0.6

経常利益     89,991 7.2 40,760 2.8   252,342 8.9

Ⅵ 特別利益  ※２   ─ ─ 10,894 0.8   ─  ─

Ⅶ 特別損失 
※３ 
※４ 

  ─ ─ 30,904 2.2   ─  ─

税引前中間（当
期）純利益 

    89,991 7.2 20,751 1.4   252,342 8.9

法人税、住民税
及び事業税 

  23,770   13,451 94,468   

法人税等調整額   16,179 39,949 3.2 △6,019 7,432 0.5 15,784 110,252 3.9

中間（当期）純
利益 

    50,042 4.0 13,318 0.9   142,090 5.0

前期繰越利益     1,959,471 2,054,087   1,959,471 

中間（当期）未
処分利益 

    2,009,513 2,067,406   2,101,561 

            



③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

   

１ 税引前中間（当期）
純利益 

  89,991 20,751 252,342

２ 減価償却費   15,494 17,901 31,855

３ 役員退職慰労引当金
の増加額 

  7,189 4,930 14,400

４ 減損損失   ─ 21,000 ─

５ 固定資産除却損   ─ 9,904 ─

６ 受取利息及び受取配
当金 

  △16,927 △17,992 △23,267

７ 地盤補償引当金の増
加額 

  7,708 ─ 7,708

８ 売上債権の増減額 
（増加：△） 

  11,603 △38,101 △25,207

９ たな卸資産の増加額   △15,807 △123,141 △22,280

10 仕入債務の増減額 
（減少：△） 

  △16,577 20,891 101,194

11 前受金の増減額 
（減少：△） 

  △3,658 146,704 12,943

12 破産債権更生債権そ
の他これらに準ずる
債権の回収額 

  3,105 4,926 6,208

13 その他   △52,920 △53,185 △29,126

小計   29,201 14,588 326,768

14 利息及び配当金の受
取額 

  13,005 15,841 20,387

15 法人税等の支払額   △160,692 △5,319 △250,161

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △118,485 25,110 96,995

 



    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

   

１ 短期貸付金の増減額
（増加：△） 

  △22,500 10,000 △32,000

２ 有形固定資産の取得
による支出 

  △48,021 △49,916 △169,021

３ 投資有価証券の取得
による支出 

  △28,000 ─ △28,000

４ 長期貸付による支出   △256,300 △58,661 △256,300

５ 長期貸付金の回収に
よる収入 

  21,993 47,313 70,671

６ 保証金の差入による
支出 

  ─ △2,748 △220

７ 保証金の返還による
収入 

  343 150 343

８ 保険積立金の拠出に
よる支出 

  △13,022 △1,682 △16,594

９ その他   4,355 4,911 2,294

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △341,151 △50,633 △428,826

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

   

１ 自己株式の取得によ
る支出 

  △1,010 ─ △1,010

２ 自己株式の売却によ
る収入 

  13,950 418 13,950

３ 配当金の支払額   △47,365 △42,838 △47,491

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △34,425 △42,419 △34,551

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増減額（減少△） 

  △494,062 △67,942 △366,382

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  1,802,230 1,435,847 1,802,230

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※１ 1,308,167 1,367,905 1,435,847

     



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１ 資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 なお、投資事業有限責任組合

及びそれに類する組合への出資

（証券取引法第２条第２項によ

り有価証券とみなされるもの）

については、組合契約に規定さ

れる決算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書を基礎とし、

持分相当額を純額で取り込む方

法によっております。 

その他有価証券 

同左 

  (2）たな卸資産 

商品 

移動平均法による原価法 

未成工事支出金 

個別法による原価法 

貯蔵品 

最終仕入原価法 

(2）たな卸資産 

同左 

(2）たな卸資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法によっております。た

だし、平成10年４月１日以降取

得した建物（建物附属設備を除

く）については定額法によって

おります。なお、耐用年数及び

残存価額については、法人税法

の規定と同一の方法に基づいて

おります。 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

  (2）無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、ソフトウェア（自社利

用分）については、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づ

く定額法によっております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

  (3）長期前払費用（投資その他の

資産「その他」に含む） 

 定額法によっております。 

(3）長期前払費用（投資その他の

資産「その他」に含む） 

同左 

(3）長期前払費用（投資その他の

資産「その他」に含む） 

同左 

３ 繰延資産の処理方法   新株発行費については、支出

時に全額費用として処理してお

ります。   

────  新株発行費については、支出

時に全額費用として処理してお

ります。   

４ 引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 



  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、適格退職年金制度を採用し

ており、年金財政計算上の責任

準備金から年金資産残高を控除

した額を退職給付引当金に計上

しております。 

 なお、当中間会計期間末にお

いては年金資産が退職給付債務

を上回っているため、前払年金

費用として流動資産の「その

他」に計上しております。 

(2）退職給付引当金 

同左 

  

(2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、適格退職年金制度を採用し

ており、年金財政計算上の責任

準備金から年金資産残高を控除

した額を退職給付引当金に計上

しております。 

 なお、当事業年度においては

年金資産が退職給付債務を上回

っているため、前払年金費用と

して流動資産の「その他」に計

上しております。 

  (3）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく中間期

末要支給額の全額を計上してお

ります。 

(3）役員退職慰労引当金 

 当社は役員の退職慰労金制度

を廃止することとし、平成17年

６月28日開催の定時株主総会に

おいて、退職慰労金の打ち切り

支給議案が承認可決されまし

た。これにより、当該総会まで

の期間に対する役員退職慰労引

当金相当額については、長期未

払金として計上しております。 

(3）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額の全額を計上しておりま

す。 

  (4）地盤補償引当金 

 地盤事故発生時の損失に備え

るため、過去の実績値を基に算

出した必要額を計上しておりま

す。 

(4）地盤補償引当金 

同左 

(4）地盤補償引当金 

同左 

５ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リースの取引

については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理に

よっております 

同左 同左 

６ 中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フロ

ー計算書）における資金の

範囲 

 手許現金、要求払預金及び取

得日から３ヶ月以内に満期日の

到来する流動性の高い、容易に

換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資でありま

す。 

同左 同左 

７ その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための重要

な事項 

（消費税等の会計処理） 

 税抜方式によっております。 

（消費税等の会計処理） 

同左 

（消費税等の会計処理） 

同左 



会計処理の変更 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

──────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。

これにより税引前中間純利益は

21,000千円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき各資産の金額から直接控除し

ております。 

 ──────── 



表示方法の変更 

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

（中間貸借対照表） 

  前中間会計期間において投資その他の資産の「その

他」に含めて表示しておりました「長期貸付金」（前

中間会計期間32,801千円）については、資産総額の100

分の５超となったため、当中間会計期間より区分掲記

しております。 

（中間貸借対照表） 

１ 前中間会計期間において流動負債の「その他」に含

めて表示しておりました「未成工事受入金」（前中間

会計期間78,747千円）については、資産総額の100分の

５超となったため、当中間会計期間より区分掲記して

おります。 

 なお、前中間会計期間において流動資産の「たな卸

資産」に含めて表示しておりました「未成工事支出

金」（前中間会計期間45,087千円）についても、当中

間会計期間より区分掲記しております。 

２ 「証券取引法の一部を改正する法律」（平成16年法

律第97号）が平成16年６月９日に公布され、平成16年

12月１日より適用となること及び「金融商品会計に関

する実務指針」（会計制度委員会報告第14号）が平成

17年２月15日付で改正されたことに伴い、前事業年度

から投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への

出資（証券取引法第２条第２項により有価証券として

みなされるもの）を投資有価証券として表示する方法

に変更いたしました。 

 なお、当中間会計期間の投資その他の資産の「その

他」に含まれる当該出資の額は4,002千円であり、前中

間会計期間における「出資金」に含まれる当該出資の

額は8,853千円であります。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示方法） 

 実務対応報告第12号「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取

扱い」（企業会計基準委員会 平成

16年２月13日）が公表されたことに

伴い、当中間会計期間から同実務対

応報告に基づき、法人事業税の付加

価値割及び資本割3,030千円を販売

費及び一般管理費として処理してお

ります。 

────────  （法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示方法） 

 実務対応報告第12号「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取

扱い」（企業会計基準委員会 平成

16年２月13日）が公表されたことに

伴い、当事業年度から同実務対応報

告に基づき、法人事業税の付加価値

割及び資本割6,579千円を販売費及

び一般管理費として処理しておりま

す。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

  133,747千円   153,948千円   148,684千円

２ 偶発債務 ２ 偶発債務 ２ 偶発債務 

 加盟店顧客の住宅ローンつなぎ融資に

対するものであります。 

保証債務 58,000千円 （１）加盟店顧客の住宅ローン

つなぎ融資に対する保証

債務 

130,800千円

（２）加盟法人のモデルハウス

建替費用借り入れ・割賦

債務に対する保証債務 

27,303千円

（１）加盟店顧客の住宅ローン

つなぎ融資に対する保証

債務 

82,334千円

（２）加盟法人のモデルハウス

建替費用借り入れ・割賦

債務に対する保証債務 

68,799千円

※３ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

の上、流動負債のその他に含めて表示し

ております。 

※３ 消費税等の取扱い 

同左 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 減価償却実施額 ※１ 減価償却実施額 ※１ 減価償却実施額 

有形固定資産 13,051千円

無形固定資産 2,282千円

長期前払費用 159千円

有形固定資産 15,530千円

無形固定資産 2,240千円

長期前払費用 159千円

有形固定資産 27,988千円

無形固定資産 4,635千円

長期前払費用 320千円

 ※２ 特別利益の主要項目  

 固定資産受贈益 10,894千円  

 ※３ 特別損失の主要項目  

 減損損失 21,000千円

固定資産除却損 9,904千円

 

 ※４ 減損損失  

  当中間会計期間において、当社は以下

の資産グループについて減損損失を計上

しております。 

 

  （千円）  

 

  

用途 種類 場所 減損損失 

 遊休資産  土地 
 千葉県 

 勝浦市 
21,000

 

   当社は、事業用資産については管理会

計上の区分を基準に主として部門単位、

遊休資産については個別グループ化し、

減損損失の判定を行っております。 

 その結果、近年の地価下落により、上

記資産の帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失（21,000千

円）として特別損失に計上しておりま

す。その内訳は土地21,000千円でありま

す。 

 なお、当該資産の回収可能価額は正味

売却価額により測定しており、土地は公

示価格により算定しております。 

 



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間貸借対照表に記されている科目の金

額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間貸借対照表に記されている科目の金

額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借

対照表に記されている科目の金額との関

係 

現金及び預金勘定 1,308,167千円

現金及び現金同等物 1,308,167千円

現金及び預金勘定 1,367,905千円

現金及び現金同等物 1,367,905千円

現金及び預金勘定 1,435,847千円

現金及び現金同等物 1,435,847千円



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引に係る注記 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引に係る注記 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引に係る注記 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円） 

工具器具備品 5,746 4,908 838 

  

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円）

工具器具備品 5,746 5,746 －

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円）

工具器具備品 5,746 5,626 119

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 966千円

１年超 －千円

合計 966千円

１年以内 －千円

１年超 －千円

合計 －千円

１年以内 241千円

１年超 －千円

合計 241千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 726千円

減価償却費相当額 718千円

支払利息相当額 3千円

支払リース料 242千円

減価償却費相当額 119千円

支払利息相当額 0千円

支払リース料 1,452千円

減価償却費相当額 1,436千円

支払利息相当額 5千円

(4）減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法 

減価償却費相当額 

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。 

(4）減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法 

減価償却費相当額 

同左 

(4）減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法 

減価償却費相当額 

同左 

利息相当額 

リース料総額とリース資産計上価

額との差額を利息相当額とし、各

期への配分方法については、利息

法によっております。 

利息相当額 

同左 

利息相当額 

同左 

２ 転貸リース取引に係る注記 

未経過受取リース料 

２ 転貸リース取引に係る注記 

(1）未経過受取リース料 

２ 転貸リース取引に係る注記 

(1）未経過受取リース料 

１年以内 1,995千円

１年超 －千円

合計 1,995千円

１年以内 14,201千円

１年超 46,744千円

合計 60,946千円

１年以内 3,563千円

１年超 14,252千円

合計 17,815千円

 (2）未経過支払リース料 (2）未経過支払リース料 

 １年以内 14,201千円

１年超 46,744千円

合計 60,946千円

１年以内 3,563千円

１年超 14,252千円

合計 17,815千円

３ オペレーティング・リース取引に係る注

記 

未経過受取リース料 

３ オペレーティング・リース取引に係る注

記 

未経過受取リース料 

３ オペレーティング・リース取引に係る注

記 

未経過受取リース料 

１年以内 49,352千円

１年超 14,316千円

合計 63,668千円

１年以内 26,909千円

１年超 9,248千円

合計 36,158千円

１年以内 25,996千円

１年超 8,874千円

合計 34,870千円



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成16年９月30日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

時価評価されていない有価証券 

当中間会計期間末（平成17年９月30日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

時価評価されていない有価証券 

区分 中間貸借対照表計上額（千円） 

子会社及び関連会社   

子会社株式及び関連会社株式 39,950 

小計 39,950 

その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 26,560 

小計 26,560 

合計 66,510 

区分 中間貸借対照表計上額（千円） 

子会社及び関連会社   

子会社株式及び関連会社株式 39,475 

小計 39,475 

その他有価証券   

非上場株式 26,560 

投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出

資 
4,002 

小計 30,562 

合計 70,037 



前事業年度末（平成17年３月31日現在） 

時価評価されていない有価証券 

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

前中間会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 関連会社の損益等からみて重要性が乏しいため、持分法損益等の注記を省略しております。 

当中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 関連会社の損益等からみて重要性が乏しいため、持分法損益等の注記を省略しております。 

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 関連会社の損益等からみて重要性が乏しいため、持分法損益等の注記を省略しております。 

区分 貸借対照表計上額（千円） 

子会社及び関連会社   

子会社株式及び関連会社株式 39,200 

小計 39,200 

その他有価証券   

非上場株式 26,835 

投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出

資 
7,432 

小計 34,267 

合計 73,467 



（１株当たり情報） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 173,722円35銭

１株当たり中間純利益 2,637円42銭

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益 
2,635円06銭

１株当たり純資産額 176,765円19銭

１株当たり中間純利益 701円31銭

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益 
701円05銭

１株当たり純資産額 178,569円76銭

１株当たり当期純利益 7,485円52銭

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 
7,481円18銭

  当社は、平成16年７月20日付で１：

２の割合で株式分割を行っておりま

す。 

 なお、当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の１株当たり情報

については、それぞれ以下のとおりと

なります。 

  当社は、平成16年７月20日付けで

１：２の割合で株式分割を行っており

ます。 

 なお、当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の１株当たり情報

については、それぞれ以下のとおりと

なります。 

前中間会計期間 前事業年度 

1株当たり純資産
額 

1株当たり純資産
額 

166,810円41銭 173,780円63銭 

1株当たり中間純
利益 

1株当たり当期純
利益 

5,041円81銭 11,118円84銭 

潜在株式調整後1
株当たり中間純
利益 

潜在株式調整後1
株当たり当期純
利益 

 －  － 

 潜在株式が希
薄化効果を有し
ないため記載し
ておりません。 

 潜在株式が希
薄化効果を有し
ないため記載し
ておりません。 

 
前事業年度 

1株当たり純資産額 
          173,780円63銭
1株当たり当期純利益 
           11,118円84銭
潜在株式調整後1株当たり当期純利
益 
                －
 潜在株式が希薄化効果を有しな
いため記載しておりません。 



 （注） １株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下の

とおりであります。 

 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益       

 中間（当期）純利益（千円） 50,042 13,318 142,090 

 普通株主に帰属しない金額（千円） ─ ─ ─ 

  （うち利益処分による取締役賞与

金） 
(─) (─) (─) 

 普通株式に係る中間（当期）純利益

（千円） 
50,042 13,318 142,090 

 期中平均株式数（株） 18,974 18,991 18,982 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益 
      

 中間（当期）純利益調整額（千円） ─ ─ ─ 

 普通株式増加数（株） 17 7 11 

  （うち新株予約権） (17)  (7) (11) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

─ ─ ─ 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
（第10期） 

  
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年６月29日 
関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成16年12月20日

株式会社ユニバーサルホーム    

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 吾妻 裕   ㊞ 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 内田 正美  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ユニバーサルホームの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第10期事業年度の中間会計期間（平成16年４月

１日から平成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシ

ュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社ユニバーサルホームの平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平

成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示して

いるものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                 以  上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成17年12月16日

株式会社ユニバーサルホーム    

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 吾妻 裕   ㊞ 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 内田 正美  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ユニバーサルホームの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第11期事業年度の中間会計期間（平成17年４月

１日から平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシ

ュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社ユニバーサルホームの平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平

成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示して

いるものと認める。 

追記情報 

 会計処理の変更に記載のとおり、会社は、当中間会計期間から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、

当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                 以  上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。 
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